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検討を行った範囲

割当周波数等, システム

57.0~66.0GHz  小電力データ通信システム
主に屋内及び居住区域で使用される データ・画像伝送 （WiGig、共聴システムなど）

主に屋外で使用される データ・画像伝送 FWA、など

60.0~61.0GHz  特定小電力（ミリ波レーダー）
車載レーダーなど

ミリ波踏切障害物検知装置

57～64GHz帯を使用するシステムの内：

• 55.78～59GHz帯電通・公共・一般業務無線局は免許され
ている局が存在しないため、共用検討は除外する

• 58.2～59GHz帯の電波天文については使用している受信
設備がないため、共用検討は除外する

57～64GHz周辺における周波数割り当てと使用状況（抜粋）
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割当周波数等, システム例 干渉検討の考え方

57.0～66.0GHz
小電力データ通信

システム

主に
屋内利用

データ・画像伝送など
（WiGigなど）

ミリ波帯センサーシステムはキャリアセンス機能の実装を想定していないため、複数台の
ミリ波帯センサーシステムが同時に動作した場合に、被干渉側設備のキャリアセンスがブ
ロックされる影響及び、被干渉側機器が通信状態における評価を実施する。

共同住宅共聴システムな
ど

アンテナの指向性はシャープであり、その指向性内にミリ波帯センサーシステムが入る可
能性は低いと考えられるが、実機での影響評価を実施する。

主に
屋外利用

データ・画像伝送など
（WiGigの屋外版）

データ・画像伝送システム(伝送距離約200～500m)：
WiGigと同様の評価を実施。

データ・画像伝送など
（出力10mW以下、キャリア
センス機能なし）

ミリ波帯センサーシステムが人の立ち入れない場所に設置してあるデータ伝送システム
に影響を与える可能性は低いためシミュレーションは行わない予定

60.0～61.0GHz
特定小電力

（ミリ波レーダー）

車載レーダー等 車載レーダーと正対した状態で離隔距離を可変した場合の影響を確認する

ミリ波踏切障害物検知装置

遮断機が下りた状態で踏切内にミリ波帯センサーシステムが残存した場合、踏切障害物
検知装置が先に人体を検知することが想定され影響は小さいと考えられる。

当該装置が設置されている踏切において、線路外から踏切障害物検知装置にミリ波帯セ
ンサーシステムが影響を与える可能性は低いと考えられるが、実機での影響評価を実施
する。

帯域内システムと干渉検討の考え方
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与干渉側システム諸元及びアンテナモデル

与干渉側システムの諸元

電波の型式 F3N
変調方式 FMCW
周波数 57 ～ 64 GHz
占有周波数帯幅 7 GHz
空中線電力 10 mW
等価等方輻射電力 +13 dBm
空中線半値角 + / - 60 deg.
デューティーサイクル 3.3 / 29.7 msec. (MAX.)
キャリアセンス機能 実装無し
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FCC 免責事項 (DA 18-1308A1) 発行日:2018/12/31

短距離間でのインタラクティブモーションセンサ端末の規定(15.255(C)(3))
における免責事項: 

 空中線電力(ピーク）: 10dBm   
 EIRP（ピーク）: 13dBm
 空中線密度（ピーク）: 13dBm/MHz
 Duty Cycle : 最大10％ （3.3ms/33ms) 

FCC免責事項より該当箇所を参考のために抜粋した意訳となります。詳細は原文を参照ください。
参照先:https://docs.fcc.gov/public/attachments/DA-18-1308A1.pdf

ミリ波センサーシステムのアンテナパターン（シミュレーション）

Beam= 120 [deg.], G= 3 [dBi], Sideloab= 154 [deg.], -16.83 [dBi]

https://docs.fcc.gov/public/attachments/DA-18-1308A1.pdf
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原文抜粋: FCC Waiver Order (DA 18-1308A1)

14. To ensure that harmful interference to authorized operations and other 
spectrum users will not occur, we impose explicit conditions on the installation, 
operation and certification of the Google Soli sensor under this waiver, as follows:  

The Google Soli sensor shall be certified for compliance with all the technical 
specifications applicable to operation under 47 CFR. Part 15, with the exception of 
the following provisions in: 1) 47 CFR § 15.255(c)(3), which is waived to allow the 
device to operate in the 57-64 GHz band at a maximum +13 dBm EIRP, +10 dBm 
transmitter conducted output power, and +13 dBm/MHz power spectral density; 
and 2) 47 CFR § 15.255(b)(2), which is waived to allow the device to operate on-
board aircraft while not being part of a closed, exclusive on-board communication 
networks within the aircraft. However, the Google Soli sensor shall comply with the 
prohibitions of use specified in 47 CFR § 15.255(b)(2)(i) and (ii).  

The Google Soli sensor shall operate with a maximum transmit duty cycle of 10 
percent in any 33 milliseconds (ms) interval (i.e., the Soli sensor will not transmit 
longer than a total of 3.3 ms in any 33 ms time period).  

A copy of this Order shall be provided with the application for certification of the 
device.

https://www.google.com/url?q=https://www.google.com/url?sa%3Dt%26source%3Dweb%26rct%3Dj%26url%3Dhttps://docs.fcc.gov/public/attachments/DA-18-1308A1.pdf%26ved%3D2ahUKEwj9kOvrpNXfAhViQt8KHXmxDVcQFjAOegQICBAB%26usg%3DAOvVaw10EbZgJV1sjxfckExvTfoo&sa=D&ust=1546648502105000&usg=AFQjCNEg2C_a6DXjlT2FBDRDof59Negxcw
https://www.google.com/url?sa=t&source=web&rct=j&url=https://docs.fcc.gov/public/attachments/DA-18-1308A1.pdf&ved=2ahUKEwj9kOvrpNXfAhViQt8KHXmxDVcQFjAOegQICBAB&usg=AOvVaw10EbZgJV1sjxfckExvTfoo
https://www.google.com/url?q=https://www.google.com/url?sa%3Dt%26source%3Dweb%26rct%3Dj%26url%3Dhttps://docs.fcc.gov/public/attachments/DA-18-1308A1.pdf%26ved%3D2ahUKEwj9kOvrpNXfAhViQt8KHXmxDVcQFjAOegQICBAB%26usg%3DAOvVaw10EbZgJV1sjxfckExvTfoo&sa=D&ust=1546648502105000&usg=AFQjCNEg2C_a6DXjlT2FBDRDof59Negxcw
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57.0～66.0GHz 小電力データ通信システム
データ・画像伝送など（WiGigなど）（主に屋内利用）の干渉検討手順等

ミリ波帯センサーシステムにはキャリアセンス機能の実装を
想定していないため、他のデータ・画像伝送システムの状態
（待機中、送受信中など）に関係なく、電波の発射を行う

一方、データ・画像伝送システムが送信を開始しようとする
時又は通信終了後から次の通信開始の間に、自らが送信
を行おうとする周波数に、他の無線設備からの電波の発射
がないことを確認（キャリアセンス機能）してから通信を開始
することとなっている

キャリアセンス機能を持たないミリ波帯センサーシステムが送信をした際、データ・画像伝送システムのキャリアセンス機能に影
響を与え続ける懸念

複数台のミリ波帯センサーシステムが同時に動作した場合：

ミリ波帯センサーシステム
の台数による影響及び所要

離隔距離の算出
（連続、複数台の同時送信）

送信デューティーサイクル、
重なり周波数割合、アンテ
ナビーム幅の要因による所
要離隔距離短縮のための

検証
（複数台の送信）

データ・画像伝送システム
の相互通信時距離対干渉
波所要離隔距離の算出

（1対1）



Specification of VRx
fVRx 60.48 GHz

BWVRx 2.16 GHz

𝐺𝐺𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀 0 dBi *

NFVRx 10 dB

CNreq 8.5 dB

Specification of ITx
fITx 60.48 GHz

PITx 10 dBm

𝐺𝐺𝐼𝐼𝐼𝐼𝑉𝑉𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀 3 dBi

Unit # 1, 5, 10

空中線端での受信電力: -48dBm

*: VRxのAntenna端面における電力を算出するため、VRxのアン
テナゲインは0dBiとして計算した

Distance (r)
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小電力データ通信システム ～ データ・画像伝送 （屋内利用） キャリアセンス機能への検討

Itx(s)
Vrx / Irx

被干渉装置受信アンテナ端での受信電力限度値をキャリアセンスレベル-48dBm に設定し評価

- Itxは、設置台数に限らず、送信電力を台数分積算した。
（各端末の送信タイミングについては考慮していない）

検討結果：

与干渉側装置が1台時 0.5m、5台時 1m、10台時 1.5mの離隔距離が必
要との結果になったが、実運用では本シミュレーション条件の100%送信
は行わないため、送信時間率等について検討を実施する。
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WiGigデバイス(DMG STA)のパラメータ：

• TCCA =3 us
• 1チャネル(BW:2.16GHz)のエネルギーを測定する。

• WiGigデバイス(DMG: Directional Multi Gigabit STA)はデバイス同士お
よび他のシステムとの共用を図る為、パケットを送信する前にチャネ
ル内の信号電力レベルを一定時間（TCCA）検知し、チャネルが空いて
いるかを確認するCCA（Clear Channel Assessment)という手順を実
施する。

• 一方、同じ帯域において、Soliはレーダー信号をTtransの間送信し、そ
の後Tsilenceの間休止することを繰り返す。

• この時、WiGigデバイスはCCAの期間内にSoliの信号を検知して、
CCAをクリアできない（CCAがブロックされる）可能性がある。

• そこで、WiGig デバイスによるCCAがブロックされる確率Pblocageを
検討する。検討には以下のパラメータを用いる：

•ここで、TCCA は Ttrans + Tsilence より十分に短いので、WiGigデバイスがSoliが使用中のチャネルを検知する（CCAがブロックされる）確率は
概ね以下の式で表す事ができる。

𝑃𝑃blockage = 0.31 Soli is transmitting in the channel
Total interval

= 0.31
Ttrans

Ttrans+Tsilence
=0.31 Duty Cycle

WiGig BW
Soli BW =

2.16 GHz
7 GHz = 0.31

Soliのパラメータ：

• 57GHzから64 GHzまで（7GHz幅)をTtrans時間でスイープする
（FMCW)

ここで、0.31はWiGigの1チャネル帯域幅とSoliがスイープする帯域幅の比：

8

WiGigのCCA(Clear Channel Assessment)がブロックされる確率の検討 (1/4)

Ttrans
(Sweep time)

Tsilence
(idel time)

例：Google Soli Radar System



検討結果

• 先の条件下（TCCA<<Ttrans：WiGigデバイスはCCAの
プロセスの間、Soliの信号がチャネル内に存在する

ときは必ずその信号を検知できる）では、CCAがブ

ロックされる確率はDuty Cycleで決まる。

• 左図はTtransをパラメータとしてCCAがブロックされ

る確率を示している。

• Duty Cycleを10％以下にすることによって、 CCA
がブロックされる確率は5%以下になる。WiGigデ
バイスとの共用を考えると、Duty Cycleは10％以下

にするべきと考える。
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WiGigのCCA(Clear Channel Assessment)がブロックされる確率の検討 (1/4)



狭いエリアに配置された複数のSoliデバイスに対するブロッキング確率とデューティサイクル

..

10

WiGigのCCA(Clear Channel Assessment)がブロックされる確率の検討 (3/4)

複数の与干渉側デバイスの送信タイミングが全く重ならない状態（最悪条件）

すべてのデバイスは0.25mの離隔距離でVRxに対向している状態

CCAがブロックされる確率 = (1 - (1 - 0.31 x dc)) x n

dc:: デューティ比,
n: Soliの台数, 
0.31:  送信タイミングが重なる確率

与干渉側デバイス 10台
与干渉側デバイス 5台
与干渉側デバイス 1台

送信タイミングが重ならないワーストケースの例

1台目デバイス

2台目デバイス

3台目デバイス

ｎ台目デバイス

..

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
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Soli 120度アンテナパターン (360 x 1/3 [度])

限られたエリア（半径 0.25mの円）にランダムにSoliを配置

WiGigのCCA(Clear Channel Assessment)がブロックされる確率の検討 (3/4)

半径0.25mの空間におけるWiGigへの干渉の影響（キャリアセンスレベル閾値-48dBm超のブロック確率）

Soli 120度アンテナパターン=>対面VRxの確率=>ブロックされる確率は 3.1％/ 3 = 1.03％ となる

与干渉側デバイス 10台
与干渉側デバイス 5台
与干渉側デバイス 1台
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Gavt = 17 dBi, Gavr = 17 dBi, CNreq = 8.45 dB
Gavt = 14 dBi, Gavr = 14 dBi, CNreq = 8.45 dB
Gavt = 17 dBi, Gavr = 17 dBi, CNreq = 14.5 dB
Gavt = 14 dBi, Gavr = 14 dBi, CNreq = 14.5 dB

Pit*Gait = 13 dBm

小電力データ通信システム ～ データ・画像伝送 （屋内利用） 所要離隔距離の検討

Specification of VTx
fVTx 60.48 GHz

PVTx 23 dBm

Gavt 17, 14 dBi

Specification of ITx
fITx 60.48 GHz

PITx 10 dBm

Gait 3 dBi

Specification of VRx / IRx
VRx IRx

fVRx 60.48 GHz

BWRx 2.16 GHz

Gavr 17, 14 dBi 17 dBi

NFRx 10 dB

CNreq 8.45 dB (16QAM)
14.5 dB (64QAM)
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WiGig通信時における与干渉装置との離隔距離の評価

条件: VTx～VRx : 正対及び電力半値角分ずらした場合
ITx～Irx : 正対

Vtx Vrx
離隔距離

VtxアンテナとVrxアンテナが正対している状態(主輻射軸が対向)

Vtx Vrx
離隔距離

VtxアンテナとVrxアンテナがずれている状態(主輻射軸が半値角分相互にずれ)

主輻射軸

主輻射軸

対向する空中線利得は14dBi

対向する空中線利得は17dBi

WiGigの通信距離に対する与干渉装置との所要離隔距離
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小電力データ通信システム ～ データ伝送 （屋内利用）

IEEE 802.11adの仕様

屋内利用のデータ伝送システム（WiGig等）への干渉検討結果

与干渉側装置が被干渉側装置のキャリアセンス時に与える影響： 被干渉側装置のアンテナ端においてキャリアセンスレベル閾値（-48dBm）以上の
電力を受ける場合が示唆されるが、シミュレーションは100%連続送信を条件として実施しているため、実環境では送信時間率10%程度であり且つ、FM-
CW変調方式であることから、実際にはキャリアセンスをブロックする可能性は 1.03～10.33％程度となる。

被干渉側装置通信時における干渉の影響： 被干渉側装置が正対せずに通信を行っている場合状態でも、被干渉側装置の通信距離10m時に、5mの
離隔距離を確保すれば共存できることを確認した。

実際の通信状態では、ユースケースからも与干渉側装置から発射される電波は人体に向いており、与干渉側装置との間には人体によるシャドーイン
グの影響が発生する。よって、実際の通信状態では更に離隔距離を短縮することができるものと考えられる。
これらの結果、屋内利用時のデータ伝送端末とは、共存可能と考えられる。
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57.0～66.0GHz 小電力データ通信システム
データ・画像伝送など（WiGigの屋外版）（主に屋外利用）の干渉検討手順等

ミリ波帯センサーシステムにはキャリアセンス機能の実装を
想定していないため、他のデータ・画像伝送システムの状態
（待機中、送受信中など）に関係なく、電波の発射を行う

データ・画像伝送システムが送信を開始しようとする時又は
通信終了後から次の通信開始の間に、自らが送信を行おう
とする周波数に、他の無線設備からの電波の発射がないこ
とを確認（キャリアセンス機能）してから通信を開始すること
となっている

・キャリアセンス機能を持たないミリ波帯センサーシステムが送信をした際、データ・画像伝送システムのキャリアセンス機能に
影響を与え続ける懸念

・中・遠距離通信用高指向性・高利得アンテナを使用するシステムへのアンテナ軸外からの入射の影響に対する懸念

ミリ波帯センサーシステム
の台数による影響及び所要

離隔距離の算出
（連続、複数台の同時送信）

データ・画像伝送システム
の設置地上高とアンテナ特
性（軸外方向からの受信）

の関係に係る検討

データ・画像伝送システム
の相互通信時距離対干渉
波所要離隔距離の算出

（1対１）
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屋外利用用途のデータ・画像伝送用データ・画像伝送（WiGigの屋外版）アンテナモデル

屋外利用用途のデータ伝送用アンテナには、平成27年度陸上無線通信委員会報告(35頁)のモデルを採用

Beam= 20 [deg.], G= 20 [dBi], Sideloab= 26 [deg.], -11.55 [dBi]
Beam= 20 [deg.], G= 20 [dBi], Sideloab= 26 [deg.], 0 [dBi]

FWAシステムのアンテナパターンシミュレーションの例
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小電力データ通信システム ～ 画像・データ伝送 （屋外利用）

1.2m

5～40m

空中線ビーム半値角： ±10度

アンテナ設置高を一般的な電柱の架線高(5m)から10階建てのオフィスビル相当(40m)と仮定

3.8～38.8m

21.6～220.1m

21.9～223.5m

アンテナモデルの利得パターン
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Angle [deg]

被干渉装置送受信
Vtx/Vrx

周波数 fv 60.48 GHz
送信電力 Pvt 20 mW
送信アンテナ利得 Gavt 20 dBi
送信空中線電力半値角 HPAVtx 20 deg.
受信アンテナ利得 Gavr 20 dBi
受信アンテナ利得（10度) Gavr10 16.99 dBi
受信空中線電力半値角 HPAVrx 20 deg.
帯域幅 Brx 2.16 GHz
受信機雑音指数 NF 10 dB
所要C/N CNreq 8.5 dB

Beam= 20 [deg.], Gain= 20 [dBi]

シミュレーションに用いたパラメータを示す。

なお、被干渉装置のパラメータは平成２７年陸上無線通信委員会報告書に
記載の値を元に、屋外画像・データ伝送に採用されている標準的な値とした。

Gain @ HPA= 16.99 [dBi], 10 [deg.] 

Vrx / Irx

Itx

Sideloab = 26 [deg.], Gain= -11.55 [dBi]



17

小電力データ通信システム ～ 画像・データ伝送 （屋外利用）キャリアセンス機能への検討

Vrx / Irxの地上高5m時の離隔距離21.9mにおいては、Itx 10台
の場合でも受信電力 -71.9dBmとなり、キャリアセンス許容値-
48dBm以下となった

よって、被干渉装置受信アンテナ端でのキャリアセンスに問題な
いことを確認した

Vrx / Irx

Itx

21.9m

被干渉装置受信アンテナ端での受信電力限度値をキャリアセンスレベル-48dBm に設定し評価
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小電力データ通信システム ～ 画像・データ伝送 （屋外利用） 通信距離対受信電力の検討

被干渉側装置と与干渉側装置の離隔距離可変時の受信電力への影響

1.2m

5m

3.8m

100, 300, 500m

3.8～500m

Vrx / Irx

Itx

Vtx
被干渉装置送信

Vtx

周波数 fv 60.48 GHz
送信電力 Pvt 20 dBm
送信アンテナ利得 Gavt 20 dBi
距離 Dv 100, 300, 500 m
アンテナ地上高 Hvt 5 m

被干渉装置受信
Vrx

受信アンテナ利得 Gavr 20 dBi
帯域幅 Brx 2.16 GHz
受信機雑音指数 NF 10 dB
所要C/N CNreq 8.5 dB
アンテナ地上高 Hvr 5 m

与干渉装置送信
Itx

周波数 fi 60.48 GHｚ
送信電力 Pit 10 dBm
送信アンテナ利得 Gait 3 dBi
距離 Di 3.8 ～ 500 m
アンテナ地上高 Hit 1.2 m

Irx 受信アンテナ利得 Gair ～ 20 dBi
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Itx～Irx間離隔距離(m)
Irx 受信電力(dBm) VRx 受信電力(dBm) 離隔距離100(m)
VRx 受信電力(dBm) 離隔距離300(m) Vrx 受信電力(dBm) - 所要C/N 離隔距離300(m)
VRx 受信電力(dBm) 離隔距離500(m) Vrx 受信電力(dBm) - 所要C/N 離隔距離500(m)

- Irx～Itx間離隔距離を3.8～500m可変した際の Irxの受信電力は、
離隔距離約19m、受信アンテナ利得約16dBi(輻射軸との狭角約
11.5度)の時、受信電力約-64.7dBmで最大となる。

- Vtx～Vrx間通信距離300m時の受信電力約-58dBm、同500m時約
-62dBmに所要CN 8.5dBを加算すると、離隔距離約56mまでは影
響がある。



19

小電力データ通信システム ～ データ伝送 （屋内利用）

屋外利用のデータ・画像伝送システムの干渉検討結果

被干渉側装置の設置高と与干渉側装置との関係
FWAやWi-FiバックホールとしてのWiGigの屋外利用を想定。屋外でのネットワーク構築を想定しているため、アンテナの設置高は5m以上を想定。アン
テナの電力半値角を±10度とし、地上1.2mで与干渉側装置が使用されると想定の上離隔距離を算出。

与干渉側装置が被干渉側装置のキャリアセンス時に与える影響： 被干渉側装置と与干渉側装置の最低離隔距離は21.9mとなるが、この離隔距離に
おいて複数（最大10台と想定）の与干渉側装置から電波の発射を行っても、被干渉側装置アンテナ端においてキャリアセンスレベル閾値（-48dBm）を
超える電力を受信することはないため、キャリアセンスへの影響はないと言える。

被干渉側装置通信時における干渉の影響： 被干渉側装置のアンテナ主輻射軸を正対した条件で通信距離を100、300、500mに固定設定し、与干渉
側装置と被干渉側装置の離隔距離を3.8~500m可変した際の被干渉側装置が受ける受信電力を評価。

結果、被干渉側装置の所要C/Nを加算した受信電力に対し、通信距離500mで離隔距離約56m以下の場合、影響のあることが確認された。

(1) しかしながら、シミュレーションは100%連続送信を条件として実施しているため、
実環境では1.03%程度の干渉隔離となるため、影響は限定的と考えられる。

(2) 影響のある離隔距離 56m 以内のアグリゲーション条件（P24を参照）は、
単位面積当たりの普及台数×(56×56×π)×(アンテナビーム幅÷360) で求められ、単位面積当たりの普及台数 0.015(台/m2)、アンテナビーム幅
20度から、約 8台となる。

(3) 大部分の端末は、実通信状態では与干渉側装置から発射される電波は人体に向いており、被干渉側装置との間に人体があり、遮蔽状態になる。
通信していない状態＝使用していない状態では送信時間が1/10以下になり且つ仰角方向に電波が発射されることは稀である。

これらの結果、屋内利用時のデータ伝送端末との共存は可能と考えられる。

Transmission Duty 10.00 %
Frequency Overlap 30.86 % 2.16GHz (WiGig) / 7GHz (Soli)
Antenna Directivity 33.33 % 120 deg / 360 deg
Total 1.03 %
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特定小電力機器 ～ ミリ波レーダー

ミリ波帯センサーシステムの電波を受信する際の受信電力と自電波の受信電力の比較を行う

人が携帯端末を持っている地上高を1.2mと設定

1.2m

自動車のレーダー位置を地上高0.5mと設定

0.5m

シミュレーションに用いたパラメータを示す。なお、被干渉側のパラ
メータは平成２７年陸上無線通信委員会報告書に記載の値を採用
した。

被干渉装置送受信
Vtx/Vrx

周波数 fv 60.48 GHz
送信電力 Pvt 3 mW
送信アンテナ利得 Gavt 40 dBi
空中線半値角 HPA 5.2 deg.
反射断面積 σ 10 m^2
距離 Dv 20 m

受信アンテナ利得 Gavr 40 dBi
帯域幅 Brx 1 kHz
検知距離 R 1～120 m
スキャン角度 +/- 14 deg.
大気減衰量 La 0 dB
降雨減衰量 Lr 0 dB
受信機雑音指数 NF 10 dB
所要C/N CNreq 3 dB

与干渉装置送信
Itx

周波数 fi 60.48 GHｚ
送信電力 Pit 10 ｄBm
送信アンテナ利得 Gait 3 dBi
距離 Di 1～120 m

Irx 受信アンテナ利得 Gair 40 dBi

所要CNRは、希望波受信電力(S)と干渉波受信電力(I)が同値の場合、障害物検
出が困難なことから、SIRマージンとして設定。

Itx
Vtx / Vrx / Irx
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特定小電力機器 ～ ミリ波レーダー

計測対象との離隔距離を可変した際の反射受信電力とミリ波センサーシステムから受信する電力の比較
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空中線電力半値角と人の立ち位置の考察

空中線スキャン半値角： 7度

ミリ波レーダーの空中線の特性から、空中線スキャン半値角分ずれる角度以上に人が
立つと、干渉の影響が小さいと考えられる。(ミリ波センサーからの干渉の前にミリ波
レーダーが人を感知すると考えられる）

上記グラフより、離隔距離15m程度までは、SIRマージンは3dB以上
確保可能。

ミリ波センサーシステムの送信時間率10%などの条件を考慮すると、
ミリ波センサーシステムからの平均受信電力は低下するため15m以
上でも影響は軽微と考えられる。



米国(FCC)
（検知レーダー）

米国(FCC)
（12月末発効の特例措置）
※Google Soliのみ適用

欧州(ETSI)
（検知レーダー）

日本
（ミリ波レーダー）

日本
（小電力データ通信）

技術基準案（新規ミリ波レー
ダー）

周波数 57-71GHz 57-64GHz 57-64GHz 60-61GHz 57-66GHz 57-64GHz

空中線電
力

平均 - - 10dBm
10dBm 10dBm※

10-24
dBm※

10dBm
（FCC参考）尖頭 -10dBm 10dBm -

電力密
度（PSD）

平均 - - 13dBm/MHz e.i.r.p - - - -

尖頭 - 13dBm/MHz e.i.r.p. - - - - -

空中線利得 - - - 40dBi 47dBi 10dBi以上 -

EIRP（等

価等方輻射
電力）

平均 - - 20dBm - -
40dBm ※1 13dBm

尖頭 10dBm 13dBm - - -

占有帯域幅 - - - 500MHz 9GHz 7GHz

不要発射の強度の
許容値

40GHz未満：
§15.209の限度値を適用
**
40GHz～200GHz：

90pW/cm2以下@3m 
（≒-10dBm/MHz RMS 
e.i.r.p.)

40GHz未満：
§15.209の限度値を適用
**
40GHz～200GHz：

90pW/cm2以下@3m 
（≒-10dBm/MHz RMS 
e.i.r.p.)

30MHz～1000MHz：
-36dBm e.r.p.,

（ただし、47～74MHz、87.5～
118MHz、174～230MHz及び470
～862MHzは-54dBm e.r.p.以下）

1000MHz～2倍波:
-30dBm  RMS e.i.r.p.

帯域外領域：
100μW/MHz以下

スプリアス領域：
50μW/MHz以下

55.62GHz以下：
-30dBm/MHz以下

55.62を超え57GHz以下：
-26dBm/MHz以下

66を超え67.5GHz以下：
-26dBm/MHz以下

67.5GHzを超えるもの：
-30dBm/MHz以下

検討

その他 －
3.3 ms in any 33 ms time 

period
（Duty Cycle 10%）

－ － －
キャリア
センス

3.3 ms in any 33 ms
time period

（Duty Cycle 10%）
（FCC参考）

人体への電波ばく露
許容値

（電力密度）

1mW/cm2

（人体から5cm以上）

1mW/cm2

（人体から5cm以上）

任意の体表面
20cm2当り

10W/m2 (1mW/cm2)

任意の体表面1cm2あたり2mW/cm2

（令和元年5月20日以降のものが適用）

任意の体表面1cm2あた
り2mW/cm2

※ 型式により平均・尖頭の適用が決定、** shall not exceed the following field strength; 30~88MHz: 100μV/m, 88~216MHz: 150μV/m, 216~960MHz: 200μV/m, above 960MHz: 500μV/m 

技術基準案（新規ミリ波レーダー)

22
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67.56657

空中線電力【dBm】

周波数【GHz】
71.549.5

－ 小電力データ通信システム
－ ミリ波レーダー
－ 新規ミリ波レーダー（不要発射は、小電力データ通信システムを参考に記載）

64

空中線電力のマスク図 案

23

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　（３）　帯域外領域及びスプリアス領域の境界の周波数は、次のとおりとする。　周波数範囲		必要周波数帯幅の条件	帯域外領域及びスプリアス領域の境界の周波数　ｆｃ＞２６ＧＨｚ		ＢＮ＜１ＭＨｚ			ｆｃ±２．５ＭＨｚ			１ＭＨｚ≦ＢＮ≦５００ＭＨｚ		ｆｃ±２．５ＢＮ			ＢＮ＞５００ＭＨｚ		ｆｃ±（１．５ＢＮ＋５００ＭＨｚ）帯域外領域における不要発射の強度の許容値：100μW/MHz以下スプリアス領域における不要発射の強度の許容値：50μW/MHz以下設備規則別表第三号3155.62GHz以下：-30dBm/MHz以下55.62を超え57GHz以下:-26dBm/MHz以下（2.5μW）66を超え67.5GHz以下:-26dBm/MHz以下（2.5μW）67.5GHzを超えるもの：-30dBm/MHz以下（1μW）設備規則別表第三号31
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与干渉側装置の普及密度 （屋内利用における普及密度）

普及密度

普及密度算出の前提
総務省統計局発行の平成27年度国勢調査人口等基本集計結果から、人口密度の最も高い東京都の値 6,168.7(人/km2)に昼間の人口密度が3倍と
仮定した値を適用し、普及率を一般社団法人電気通信事業者協会の「携帯電話の契約者数（2019年3月 第4四半期）」の値 175,363(千台）と当該国
勢調査の全国総人口 127,095(千人)から一人当たり所有台数 1.38(台/人)を算出、平成29年版 情報通信白書の「スマートホン個人保有率の推移」
普及率約60%から一人当たりのスマートホン所有台数 0.83(台/人)とし、15,321(台/km2)を算出した。

単位面積当たりのスマートホン普及台数＝（携帯電話の契約数÷全国総人口）×スマートホン個人保有率×(人口密度×3)

平成29年版 情報通信白書より抜粋

図表1 スマートフォン個人保有率の推移

＝ ( 175,363 ÷ 127,095 ) × 0.6 × (6,168.7 × 3)
＝ 15,321 (台/km2)
＝ 0.015 (台/m2)

Reference:
携帯電話・PHS契約数 事業者熱契約数 2018年度 （一般社団法人 電気通信事業者協会）

https://www.tca.or.jp/database/
平成27年国勢調査人口等基本集計 結果の概要 （総務省統計局）

https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2015/kekka/kihon1/pdf/gaiyou1.pdf

https://www.tca.or.jp/database/
https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2015/kekka/kihon1/pdf/gaiyou1.pdf
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